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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．第９期第３四半期連結累計期間および第９期第３四半期連結会計期間における経営指標等の大幅な変動の主

な原因は、平成22年４月１日の旧㈱ルネサステクノロジとの合併によるものであります。 

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

５．第８期第３四半期連結会計期間および第８期の従業員数には休職者および臨時従業員が含まれております

が、第９期第３四半期連結会計期間の従業員数には休職者および臨時従業員は含まれておりません。尚、臨

時従業員には、有期従業員、パートタイマーは含み、派遣従業員は含まれておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第８期

第３四半期連結
累計期間 

第９期 
第３四半期連結 

累計期間  

第８期 
第３四半期連結 

会計期間  

第９期  
第３四半期連結 

会計期間  
第８期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
４月１日  

至平成22年  
12月31日  

自平成21年 
10月１日  

至平成21年  
12月31日  

自平成22年  
10月１日  

至平成22年  
12月31日  

自平成21年 
４月１日  

至平成22年  
３月31日  

売上高               （百万円）  339,218  862,633  117,873  275,165  471,034

経常利益又は経常損失（△）   

（百万円） 
 △49,102  △6,745  △11,321  1,057  △54,397

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△） （百万円） 
 △54,073  △58,819  △14,268  △17,578  △56,432

純資産額       （百万円） － －  137,967  342,872  136,338

総資産額       （百万円） － －  469,854  1,151,285  459,928

１株当たり純資産額    （円） － －  1,085.40  805.53  1,070.90

１株当たり四半期（当期）純利益 

（△損失）金額      （円） 
 △437.85  △141.01  △115.53  △42.14  △456.95

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額    （円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率       （％） － －  28.5  29.2  28.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー  （百万円） 
 △755  86,915 － －  6,260

投資活動による 

キャッシュ・フロー  （百万円） 
 △32,859  △71,780 － －  △42,228

財務活動による 

キャッシュ・フロー  （百万円） 
 28,127  123,815 － －  26,637

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高     （百万円） 
－ －  95,566  334,266  91,234

従業員数         （人） － －  22,211  47,143  22,071
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 当社および当社の連結子会社58社（以下「当社グループ」）は、半導体専業メーカーとして、各種半導体に関する

研究、設計、開発、製造、販売およびサービスを行っております。 

 当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社が３社（海外３社）増加しております。詳細は、「第１ 

企業の概況 ３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。  

   

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに提出会社の関係会社となった主な会社は以下のとおりであります。 

                                                    

（注）議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

   

  

  

（1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数は、平成22年12月31日現在の人員を［ ］外数で記載しておりま

す。 

２．臨時従業員数には、有期従業員、パートタイマーは含み、派遣従業員は含まれておりません。 

  

  

  

（2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時従業員数は、平成22年12月31日現在の人員を［ ］外数で記載しております。 

２．臨時従業員数には、有期従業員、パートタイマーは含み、派遣従業員は含まれておりません。 

  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金または

出資金 
主要な事業の内容 

議決権の所有または
被所有割合(％) 

関係内容 

（連結子会社） 
  
ルネサス モバイル・

インド社  
インド 

バンガロール市 

 千インド 
ルピー 

 
 

340,000

半導体関連技術の

開発 

  

(100.0) 

（注） 

100.0
当社が販売する 
一部製品の設計・

開発 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

（連結子会社） 
  
ルネサス モバイル 

北京社  
中国 
北京市 

 千米ドル

 100

半導体関連技術の
開発 

  

 

100.0

当社が販売する 

一部製品の設計・
開発 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 47,143［2,672］ 

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 14,378［564］ 
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 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品群であっても、その性能、構造、形式な

どは必ずしも一様ではないこと、受注生産形態をとらない製品も多いことなどから、品目ごとに生産規模、受注規模

を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため、生産、受注および販売の状況については「第２ 事業の状況 ４ 財政状態、経営成績およびキャッシ

ュ・フローの状況の分析」における半導体売上高に関連付けて示しております。 

 なお、主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

（注）１.上表金額には海外子会社に対する売上高を含んでおりません。 

      ２.上表金額には消費税等を含んでおりません。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生または第１四半期連結会計期間の四半期報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

   

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注および販売の状況】

  
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

金額（百万円） 比率（％） 金額（百万円） 比率（％） 

  三信電気㈱  14,791  12.5     －     － 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

 当第３四半期連結会計期間において比較・分析に用いた前第３四半期連結会計期間に対応する数値などは、旧ＮＥ

Ｃエレクトロニクス㈱の前第３四半期連結会計期間に対応する旧㈱ルネサステクノロジの数値を単純合算しておりま

す。なお、「売上高」および「半導体売上高」については、旧ＮＥＣエレクトロニクス㈱の表示方法と整合させるた

めに旧㈱ルネサステクノロジについて一部組替表示しております。これらの数値などは独立監査人による四半期レビ

ューを受けていないため参考として記載しております。 

  

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間の世界経済は、先進国における金融施策や財政措置が消費マインドや景況感の改善を

もたらしたことなどにより、第２四半期連結会計期間において特に先進国で生じていた景気減速懸念は解消に向か

い始めました。ただし、国内経済においては、いくつかの経済指標に明るい兆しが見られるなど景気の下げ止まり

感はあるものの、依然として景気は減速基調の状況が継続いたしました。 

  

 こうした情勢の中、当社の事業領域である半導体市場において、国内市場については、販売支援策が終了した自

動車やエコポイントが縮小した家電製品の販売減速などがあり、軟調に推移いたしました。一方、海外市場につい

ては、先進国におけるパソコン関連市場や民生機器市場での需要は一部減少したものの、新興国における電子機器

全般の需要は引き続き堅調に推移いたしました。 

  半導体市場の先行き見通しについては、先進国における景況感の改善や、今後の半導体需要を牽引するスマート

フォン、タブレットＰＣ、電気自動車といった新分野における需要拡大が見込まれることから、半導体市場全体と

して成長基調は持続するものと考えております。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間の業績は次のとおりであります。 

                                                                     （単位：億円） 

   

（ 売 上 高 ）  

 当第３四半期連結会計期間の売上高は、前第３四半期連結会計期間と比べ1.9％減少し2,752億円となりました。

前第３四半期連結会計期間と比べ為替レートが円高であったことが主な売上減の要因であります。 

  

（半導体売上高）  

 当第３四半期連結会計期間の半導体売上高は、前第３四半期連結会計期間と比べ1.3％減少し2,444億円となりま

した。当社グループの事業セグメントは、汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであり、「マイコン」、「アナログ

＆パワー半導体」、「ＳｏＣ（システム・オン・チップ）」という３つの製品群、および３つの製品群に属さない

「その他半導体」の各売上高は、以下のとおりであります。 

  

 ＜マイコン事業＞：939億円 

 マイコン事業には、主に自動車向けマイクロコントローラ、産業機器向けマイクロコントローラ、デジタル家電

や白物家電、ゲームなどの民生用電子機器向けマイクロコントローラ、パソコン、ハードディスクドライブなどの

パソコン周辺機器向けマイクロコントローラが含まれております。  

４【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

  当第３四半期連結会計期間
  

＜参考＞ 
前第３四半期連結会計期間

  

売上高  2,752  2,804

（半導体売上高）  2,444  2,477

（その他売上高）  307  327

営業損益  34  △127

経常損益  11  △157

四半期純損益  △176  △210

米ドル為替レート（円）  83  －

ユーロ為替レート（円）  112  －
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 当第３四半期連結会計期間におけるマイコン事業の売上高は939億円となり、前第３四半期連結会計期間と比べ

増収となりました。主に産業機器向けマイクロコントローラの売上が増加したことによるものであります。 

  

 ＜アナログ＆パワー半導体事業＞：730億円 

 アナログ＆パワー半導体事業には、主に自動車、産業機器、パソコンおよびパソコン周辺機器、民生用電子機器

向けの、パワーＭＯＳＦＥＴ、ミックスドシグナルＩＣ、ＩＧＢＴ、ダイオード、小信号トランジスタ、表示ドラ

イバＩＣ、光・高周波などの化合物半導体が含まれております。  

 当第３四半期連結会計期間におけるアナログ＆パワー半導体事業の売上高は730億円となり、前第３四半期連結

会計期間と比べほぼ横這いとなりました。主に自動車向けやパソコン電源向けパワーＭＯＳＦＥＴの売上が増加し

たものの、パソコンおよび液晶テレビ向け表示ドライバＩＣなどの売上が減少したことによるものであります。 

  

 ＜ＳｏＣ事業＞：761億円 

 ＳｏＣ事業には、主に携帯端末向け半導体、ネットワーク機器向け半導体、産業機器向け半導体、パソコン、ハ

ードディスクドライブやＵＳＢなどのパソコン周辺機器向け半導体、デジタル家電やゲームなどの民生用電子機器

向け半導体、カーナビゲーションなどの自動車向け半導体が含まれております。  

 当第３四半期連結会計期間におけるＳｏＣ事業の売上高は761億円となり、前第３四半期連結会計期間と比べ減

収となりました。携帯電話端末向けカメラＬＳＩなどの売上が増加したものの、主にパソコン周辺機器向け半導体

やネットワーク機器向け半導体の売上が減少したことによるものであります。 

   

 ＜その他半導体事業＞：15億円 

 その他半導体事業には、主に受託製造やロイヤルティ収入が含まれております。  

 当第３四半期連結会計期間におけるその他半導体事業の売上高は15億円となりました。  

  

（その他売上高）  

 当第３四半期連結会計期間のその他売上高は307億円となりました。 

  その他売上高には、当社の販売子会社が行っている半導体以外の製品の販売事業、当社の設計および製造子会社

が行っている半導体の受託製造などが含まれております。 

  

（ 営 業 損 益 ）  

 当第３四半期連結会計期間の営業損益は34億円の利益となり、前第３四半期連結会計期間と比べ161億円の改善

となりました。売上高は減少したものの、設備投資の抑制などによる減価償却費の削減などにより固定費が減少し

た結果、大幅な改善となりました。また、第２四半期連結会計期間と比較しても、23億円の改善となりました。 

  

（ 経 常 損 益 ）  

 当第３四半期連結会計期間の経常損益は11億円の利益となりました。為替差損や支払利息などの営業外費用を 

34億円計上した結果、営業外損益が24億円の損失となったためであります。 

  

（四半期純損益）  

 当第３四半期連結会計期間の四半期純損益は、特別損失として、事業構造改善費用を165億円計上したことなど

により、176億円の損失となりました。  
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（2）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失を計上したもの

の、減価償却費を計上したことや売掛金が減少したことなどにより、539億円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第３四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が174億円

であったことや、事業譲受による支出が167億円であったことなどにより、390億円の支出となりました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間におけるフリー・キャッシュ・フローは150億円の収入となりました。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出があったこと

などにより102億円の支出となりました。 

 以上により、当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は24億円増加し、現金及び現金同等物の当

第３四半期連結会計期間末残高は3,343億円となりました。 

  

（3）事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間の四半期報告書(平成22年８月６日提出)における

「第２ 事業の状況 ４ 財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析 (3)事業上および財務上

の対処すべき課題」に記載した内容から、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、500億円となりました。 

  なお、当第３四半期連結会計期間における主な研究開発の成果は以下のとおりであります。 

・標準ＣＭＯＳロジック回路と親和性の高い混載ＤＲＡＭの基本構造を開発 

  

（5）流動性および資金の源泉 

 当社グループは、資金の源泉の安定的な確保のため、平成16年５月27日に総額1,100億円の転換社債型新株予約

権付社債（期間７年、ゼロ・クーポン）を発行しました。当該社債には、ある一定期間中、株価が転換価額（平成

22年12月31日現在9,850.90円）の110％を超える場合のみ株式に転換できる転換制限条項が付帯されております。

また、平成20年５月27日以降、株価が30連続取引日にわたり、転換価額の130％以上であった場合に当社が額面で

繰上償還できる、コールオプション条項も付加されております。平成22年12月31日現在、社債の残高は1,100億円

となっております。また、当社は、平成22年４月１日付で、日本電気㈱、㈱日立製作所および三菱電機㈱を割当先

とする第三者割当増資を実施し、総額約1,346億円の資金調達を行いました。 

 平成22年12月31日現在、社債、借入金、およびリース債務を含む有利子負債の残高は3,667億円となっておりま

す。また、平成22年12月31日現在、現金及び現金同等物の残高は3,343億円となっております。 

 当社は、日本の代表的な格付機関である格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）より格付を取得しております。平成22

年12月31日現在、当社の長期格付はBBB (Ｒ＆Ｉ)、短期格付はa-2(Ｒ＆Ｉ)となっております。 
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（6）中長期的な経営戦略について 

 当社グループは、中期的な経営戦略として、次の施策を実行してまいります。 

  

① マイコンを軸にした、マイコン、アナログ＆パワー半導体、ＳｏＣの３事業運営 

 当社グループは、世界トップシェアのマイコン事業を軸に、アナログ＆パワー半導体事業については、統合に

よる製品ラインアップの拡充に加え、マイコン製品とのキットソリューションとしてマイコン周辺のビジネスチ

ャンスを獲得することで事業の強化を図るとともに、ＳｏＣ事業についても、全世界のお客様へシステムソリュ

ーションの提案や技術サポートを行うことにより事業の強化を図ります。 

  

② グローバルマーケットでの成長 

 当社グループでは上記３事業の更なる強化として、グローバルマーケットでの成長を図ります。 

 今後も高い成長が予想される中国をはじめとする新興国市場に適した製品の投入を早期に行い、高成長地域で

の事業体制の確立を目指し取り組んでまいります。中期的には、当社グループの海外半導体売上比率の更なる拡

大に向けて海外での成長機会の取り込みを図ります。 

  今後拡大が見込まれる高度情報コミュニケーション分野、社会・生活環境分野、エンターテインメント分野な

どを当社の戦略的事業分野としておりますが、それらを横断して、グリーンエコノミーを実現するアプリケーシ

ョン（スマートグリッド、省エネ家電、エコカー等）に注力し、当該分野におけるグローバルなマーケティン

グ、製品展開の取り組みも強化してまいります。 

   

③ 安定した成長を実現する経営基盤の強化 －信頼されるパートナーへ－ 

 当社グループでは、安定した成長を実現するために、経営戦略に最適な事業体制、基盤の構築に取り組んでま

いります。 

 マイコン事業を軸としたアナログ＆パワー半導体事業、ＳｏＣ事業の強化や、３事業の更なる強化としてグロ

ーバルマーケットやグリーンエコノミー分野での成長を実現するために、あらゆるコストをゼロベースで見直す

活動や経営リソースの最適配置を適切な時期に継続して行い、経営基盤の強化を図り、安定した成長の実現を図

ります。お客様にとって信頼できるパートナーとなることで、持続的に成長する強いグローバル半導体企業とし

てその企業価値向上に努めてまいります。  
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 （1）主要な設備の状況 

     当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 （2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、設備の新設の計画について、重要な変更はありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、設備の除却および売却等の計画について、新たに確定した重要なものはあり

ません。   

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成23年２月１日以降提出日までの新株予約権および新株予約権付社債の権利行使 

   により発行されたものは含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  800,000,000

計  800,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

 提出日現在発行数（株）
（平成23年２月９日） 

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名 

内容

普通株式  417,124,490  417,124,490
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  417,124,490  417,124,490 － － 
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①当社は、会社法第236条、第238条および239条に基づくストック・オプションとしての新株予約権を発行して

おります。 

平成18年６月27日定時株主総会決議 

（注）１．当社が当社普通株式の分割（株式の無償割当を含みます。以下同じ。）または併合を行う場合は、新株予約権

のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の算式によりその目的

となる株式の数を調整します。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとしま

す。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

      また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本金の額の減少をする場合、その他これらの場合に準じ

て株式数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で株式数は調整されるものとします。 

２．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使時の払込金額（以下「行使価額」）

を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

  

また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本金の額の減少をする場合、その他これらの場合に準じ

て株式数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で行使価額は調整されるものとします。 

３．(1)各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2)次のいずれかに該当する事由が生じた場合、新株予約権者は、新株予約権を行使できないものとします。 

(ⅰ) 当社が消滅会社となる合併契約が当社の株主総会で承認された場合 

(ⅱ) 当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画が当社の株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会で承認された場合） 

(3)新株予約権者が、新株予約権の行使時まで継続して当社または当社の子会社の取締役、執行役員または従

業員の地位にあることとします。ただし、新株予約権者が権利行使期間中に懲戒解雇処分または解任以外

の事由で上述の地位を喪失した場合、喪失後１年間に限り当該権利行使期間内に新株予約権を行使するこ

とができるものとします。また、新株予約権者が死亡によりかかる地位を喪失した場合、喪失日に応じて

上述の期間と同じ期間において相続人の１人（ただし、配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった者

を含みます。）および一親等の親族に限ります。）が相続した新株予約権を行使することを認めます。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  510

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注１)           51,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注２)            3,927 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月13日～ 

平成24年７月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格および資本組入額（円） 

発行価格            3,927 

資本組入額           1,964 

新株予約権の行使の条件 (注３) 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する

ものとします。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割または併合の比率 
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②当社は、旧商法第341条ノ２の規定に基づき新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債）を発行してお

ります。 

平成16年５月10日取締役会決議 

（注）１．行使請求にかかる本社債（新株予約権付社債のうち社債のみを以下「本社債」）の発行価額の発行総額を、新

株予約権の行使に際して払い込みをすべき１株当たりの額（平成22年12月31日現在9,850.90円。以下「転換価

額」）で除した数。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行いません。 

また、単元未満株式が発生する場合、単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算しま

す。 

２．(1)各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2)新株予約権付社債所持人は、平成22年５月27日以降の期間においては、当社普通株式の終値が少なくとも

１取引日（以下に定義します。）においてその時に適用のある転換価額の110%を超える場合は、以後いつ

でも、新株予約権を行使することができます。ただし、本(２)記載の新株予約権の行使の条件は、以下①

ないし④の期間中は適用されません。なお、「取引日」とは、東京証券取引所が開設されている日をい

い、当社普通株式の終値が発表されない日を含みません。 

①(ⅰ)㈱格付投資情報センターもしくはその承継格付機関（以下「Ｒ＆Ｉ」）による当社の長期債務の格付

がＢＢＢ-以下である期間、(ⅱ)当社の長期債務に関しＲ＆Ｉによる格付がなされなくなった期間、(ⅲ)

Ｒ＆Ｉ以外の格付機関による当社の長期債務の格付が当該格付機関による当初の格付から３段階以上低い

格付である期間、または(ⅳ)Ｒ＆Ｉまたはその他の格付機関による当社の格付が停止もしくは撤回されて

いる期間 

②当社が、新株予約権付社債所持人に対し、以下(ⅰ)、(ⅱ)または(ⅲ)記載の本社債の繰上償還にかかる通

知を行った後の期間 

(ⅰ)130%コールオプション条項による繰上償還 

平成20年５月27日以降、当社普通株式の終値が、30連続取引日にわたり、当該各取引日に適用のある転

換価額の130%以上であった場合、当社は、その選択により、新株予約権付社債所持人に対して、当該30

連続取引日の末日から30日以内に、償還日から30日以上60日以内の事前通知（かかる通知は取り消すこ

とができません。）を行った上で、残存する本社債の全部（一部は不可）を本社債額面金額の100%で償

還することができます。 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円）  110,000

新株予約権の数（個）  11,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）             11,166,400 (注１) 

新株予約権の行使時の払込金額（円）                           9,850.90 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月10日～ 

平成23年５月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格および資本組入額（円） 

 発行価格          9,850.90 

 資本組入額          4,925.45 

新株予約権の行使の条件 (注２) 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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(ⅱ)税制変更等による繰上償還 

日本国もしくは日本のその他の課税権者の法令もしくは規則の変更またはかかる法令もしくは規則の適

用もしくは公的解釈の変更により、本社債に関する支払に関し、新株予約権付社債の要項に定める追加

金の支払の義務があることを当社が受託会社に了解させ、かつ当社が利用できる合理的な手段によって

もかかる義務を回避し得ない場合、当社は、その選択により、いつでも、新株予約権付社債所持人に対

して、償還日から30日以上60日以内の事前通知（かかる通知は取り消すことができません。）を行った

上で、残存する本社債の全部（一部は不可）を本社債額面金額の100%で繰上償還することができます。

(ⅲ)当社が他の会社の完全子会社となる場合の繰上償還 

当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場

合、一定の条件の下、当社は、その選択により、新株予約権付社債所持人に対して、償還日から30日以

上60日以内の事前通知（かかる通知は取り消すことができません。）を行った上で、当該株式交換また

は株式移転の効力発生の日より前に、残存する本社債の全部（一部は不可）を本社債額面金額に対する

以下の割合の償還金額で繰上償還することができます。 

償還日が平成16年５月28日から平成17年５月26日までの場合 106% 

償還日が平成17年５月27日から平成18年５月26日までの場合 105% 

償還日が平成18年５月27日から平成19年５月26日までの場合 104% 

償還日が平成19年５月27日から平成20年５月26日までの場合 103% 

償還日が平成20年５月27日から平成21年５月26日までの場合 102% 

償還日が平成21年５月27日から平成22年５月26日までの場合 101% 

償還日が平成22年５月27日から平成23年５月26日までの場合 100% 

③当社が存続会社とならない合併、当社の資産の全部もしくは実質上全部の譲渡、当社の会社分割（新株予

約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に引受けられる場合に限ります。）または当社が他の会社

の完全子会社となる株式交換もしくは株式移転が行われる場合、その効力発生予定日の直前30日前の日よ

り当該効力発生予定日の前日までの期間 

④当社が新株予約権付社債所持人に対し、証券取引法（現金融商品取引法）に基づく公開買付にかかる通知

を行った日から、当社が新株予約権付社債所持人に対し、(ⅰ)当該公開買付の公開買付期間の終了にかか

る通知を行った日、または(ⅱ)当該公開買付に関する申込の撤回もしくは契約の解除にかかる通知を行っ

た日のいずれかの日の15日後の日までの期間 

  

 該当事項はありません。   

  

  該当事項はありません。  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日  
 － 417,124,490 － 153,255  － 88,789 

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

 ①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。   

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式          2,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    417,117,000  4,171,170 － 

単元未満株式 普通株式           4,990 － － 

発行済株式総数  417,124,490 － － 

総株主の議決権 －  4,171,170 － 

  平成22年９月30日現在 

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ルネサスエレクトロニクス㈱ 
神奈川県川崎市中原区 

下沼部1753番地 
 2,500 －        2,500  0.00

計 －  2,500 －        2,500  0.00

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,403  1,355  964  898  842  758  773  860  844

最低（円）  919  872  741  721  639  680  590   581  775

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第３

四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 124,404 24,685

受取手形及び売掛金 137,652 63,752

有価証券 211,044 66,549

商品及び製品 52,912 13,446

仕掛品 71,933 33,411

原材料及び貯蔵品 19,128 10,192

未収入金 20,382 8,860

その他 9,420 3,811

貸倒引当金 △272 △167

流動資産合計 646,603 224,539

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  125,412 ※1  68,008

機械及び装置（純額） ※1  149,124 ※1  85,373

車両運搬具及び工具器具備品（純額） ※1  32,569 ※1  16,321

土地 35,873 14,737

建設仮勘定 15,982 13,538

有形固定資産合計 358,960 197,977

無形固定資産   

のれん 2,518 －

ソフトウエア 27,653 13,214

その他 53,871 705

無形固定資産合計 84,042 13,919

投資その他の資産   

投資有価証券 10,378 194

長期前払費用 31,534 7,196

前払年金費用 － 6,658

長期未収入金 － 5,829

その他 19,768 3,616

投資その他の資産合計 61,680 23,493

固定資産合計 504,682 235,389

資産合計 1,151,285 459,928

2011/02/10 15:09:4310705565_第３四半期報告書_20110210150939

- 15 -



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 174,596 74,595

短期借入金 141,059 2,450

1年内返済予定の長期借入金 35,339 3,104

1年内償還予定の新株予約権付社債 110,000 －

リース債務 8,056 3,223

未払金 49,598 21,525

未払費用 45,810 22,709

未払法人税等 3,991 2,812

製品保証引当金 639 253

事業構造改善引当金 17,029 －

偶発損失引当金 ※2  391 ※2  1,545

資産除去債務 168 －

その他 11,667 7,642

流動負債合計 598,343 139,858

固定負債   

新株予約権付社債 － 110,000

長期借入金 56,841 11,062

リース債務 15,437 11,054

退職給付引当金 93,276 40,098

偶発損失引当金 ※2  1,072 ※2  1,228

資産除去債務 5,662 －

その他 37,782 10,290

固定負債合計 210,070 183,732

負債合計 808,413 323,590

純資産の部   

株主資本   

資本金 153,255 85,955

資本剰余金 450,413 242,586

利益剰余金 △241,430 △182,611

自己株式 △11 △11

株主資本合計 362,227 145,919

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △391 △16

為替換算調整勘定 △25,830 △13,649

評価・換算差額等合計 △26,221 △13,665

新株予約権 48 52

少数株主持分 6,818 4,032

純資産合計 342,872 136,338

負債純資産合計 1,151,285 459,928
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 339,218 862,633

売上原価 260,974 564,263

売上総利益 78,244 298,370

販売費及び一般管理費 ※1  124,483 ※1  294,233

営業利益又は営業損失（△） △46,239 4,137

営業外収益   

受取利息 203 415

受取配当金 － 81

持分法による投資利益 － 231

受取補償金 881 －

助成金収入 708 －

その他 592 1,891

営業外収益合計 2,384 2,618

営業外費用   

支払利息 369 2,820

有価証券評価損 6 －

為替差損 243 5,145

固定資産廃棄損 1,955 1,658

退職給付費用 1,767 1,787

その他 907 2,090

営業外費用合計 5,247 13,500

経常利益又は経常損失（△） △49,102 △6,745

特別利益   

固定資産売却益 354 622

負ののれん発生益 － 2,159

偶発損失引当金戻入額 － 1,774

事業譲渡益 － 1,192

投資有価証券売却益 － 227

特別利益合計 354 5,974

特別損失   

固定資産売却損 9 377

減損損失 146 35,554

投資有価証券売却損 171 －

事業構造改善費用 3,035 17,058

偶発損失引当金繰入額 770 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,488

投資有価証券評価損 － 119

特別損失合計 4,131 54,596

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△52,879 △55,367

法人税等 ※2  1,790 ※2  1,738

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

－ △57,105

少数株主利益又は少数株主損失（△） △596 1,714

四半期純利益又は四半期純損失（△） △54,073 △58,819
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 117,873 275,165

売上原価 88,325 175,167

売上総利益 29,548 99,998

販売費及び一般管理費 ※1  38,877 ※1  96,590

営業利益又は営業損失（△） △9,329 3,408

営業外収益   

受取利息 56 127

受取配当金 － 49

持分法による投資利益 － 105

受取補償金 881 －

助成金収入 13 －

その他 113 807

営業外収益合計 1,063 1,088

営業外費用   

支払利息 215 913

有価証券評価損 6 －

為替差損 917 1,089

固定資産廃棄損 1,070 335

退職給付費用 588 596

その他 259 506

営業外費用合計 3,055 3,439

経常利益又は経常損失（△） △11,321 1,057

特別利益   

固定資産売却益 224 95

投資有価証券売却益 － 72

特別利益合計 224 167

特別損失   

固定資産売却損 8 219

減損損失 － 210

投資有価証券売却損 171 －

事業構造改善費用 1,916 16,528

特別損失合計 2,095 16,957

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△13,192 △15,733

法人税等 ※2  1,083 ※2  1,149

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

－ △16,882

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 696

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14,268 △17,578
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△52,879 △55,367

減価償却費 38,485 82,169

長期前払費用償却額 3,866 8,484

減損損失 146 35,554

負ののれん発生益 － △2,159

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,626 37

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 16,615

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 610 △1,862

受取利息及び受取配当金 △203 △496

支払利息 369 2,820

持分法による投資損益（△は益） － △231

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 177 △108

固定資産売却損益（△は益） △345 △245

固定資産廃棄損 1,955 1,658

事業構造改善費用 3,035 157

事業譲渡損益（△は益） － △1,192

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,488

売上債権の増減額（△は増加） △15,953 37,303

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,403 △23,076

未収入金の増減額（△は増加） △144 4,410

仕入債務の増減額（△は減少） 18,002 △4,883

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △4,806 △8,530

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,653 928

その他 △3,335 6,163

小計 662 99,637

利息及び配当金の受取額 232 505

利息の支払額 △370 △2,810

法人税等の支払額 △697 △5,688

特別退職金の支払額 △582 △283

訴訟等関連損失の支払額 － △4,446

営業活動によるキャッシュ・フロー △755 86,915
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） － △321

有形固定資産の取得による支出 △33,957 △51,915

有形固定資産の売却による収入 3,114 1,693

無形固定資産の取得による支出 △1,390 △5,973

長期前払費用の取得による支出 △1,246 △1,624

投資有価証券の取得による支出 － △1

投資有価証券の売却による収入 1,229 279

子会社株式の取得による支出 － △649

事業譲渡による収入 － 3,285

事業譲受による支出 － △16,729

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ 86

その他 △609 89

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,859 △71,780

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,323 25,037

長期借入れによる収入 15,000 18,000

長期借入金の返済による支出 △278 △42,234

株式の発行による収入 － 134,600

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,561 △6,678

割賦債務の返済による支出 △2,349 △4,553

セール・アンド・リースバック取引による収入 15,992 －

その他 － △357

財務活動によるキャッシュ・フロー 28,127 123,815

現金及び現金同等物に係る換算差額 △226 △7,810

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,713 131,140

現金及び現金同等物の期首残高 101,279 91,234

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 111,892

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  95,566 ※1  334,266
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更 

 旧㈱ルネサステクノロジとの合併に伴い、第１四半期連結会計期間よ

り、新たに39社を連結子会社に含めております。また、海外重複拠点の合

併に伴い、４社を連結の範囲から除外しております。 

 第２四半期連結会計期間より、ルネサスモバイル㈱およびルネサス モ

バイル・ヨーロッパ社を新たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 第３四半期連結会計期間より、ルネサス モバイル・インド社およびル

ネサス モバイル北京他１社を新たに設立・取得したため、連結の範囲に

含めております。 

  (2）変更後の連結子会社の数 

58社 

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1）持分法適用関連会社の変更 

 旧㈱ルネサステクノロジとの合併に伴い、第１四半期連結会計期間よ

り、新たに６社を持分法適用関連会社に含めております。 

  (2）変更後の持分法適用関連会社の数 

６社 

３．連結子会社の事業年度等に関する事

項の変更 

 従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であるルネサス セミコンダク

タ北京社他２社については、連結決算日の３ヶ月前の財務諸表を利用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っておりまし

たが、より適切な経営情報を把握するため、当第３四半期連結累計期間より

連結決算日現在で仮決算を行い連結する方法に変更しております。なお、当

第３四半期連結累計期間は平成22年４月１日から平成22年12月31日までの９

ヶ月間を連結しております。 

４．会計処理基準に関する事項の変更 (1）重要なたな卸資産の評価方法の変更 

 当社および一部の国内連結子会社の商品及び製品、原材料の評価方法に

ついては、従来、主として先入先出法によっておりましたが、第１四半期

連結会計期間より、総平均法に変更しております。 

 この変更は、旧㈱ルネサステクノロジとの合併を契機に原価管理の強化

および首尾一貫した原価計算に資する総平均法に統一することが合理的で

あると判断し行ったものであります。 

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微

であります。 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更 

 当社および一部の国内連結子会社の有形固定資産の減価償却方法につい

ては、従来、定率法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り、定額法に変更しております。 

 この変更は、旧㈱ルネサステクノロジとの合併に伴い当社および一部の

国内連結子会社において会計方針を統一することを契機に、より適正な費

用配分方法を検討した結果、定額法による費用配分と有形固定資産が生み

出す収益との対応関係から、事業実態をより適切に表すと判断し行ったも

のであります。 

 この結果、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間の減価償

却費は5,115百万円減少し、営業利益は4,429百万円増加し、経常損失およ

び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ4,429百万円減少しております。 
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項目 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事項の変更 (3）技術使用料に係る会計処理の変更 

 当社グループの半導体製品の開発および製造などに係る他社へ支払う技

術使用料については、従来、売上原価に計上しておりましたが、第１四半

期連結会計期間より、販売費及び一般管理費に計上する方法に変更してお

ります。 

 この変更は、旧㈱ルネサステクノロジとの合併を契機に、従前は分散し

ていた技術使用料に係る管理および運用組織を一元化することに伴い、技

術使用料の性格をより精緻に分析した結果、費用の発生形態が設計および

製品開発との結びつきが強いことが示されたため、販売費及び一般管理費

として計上する方法が事業実態をより適切に表すと判断し行ったものであ

ります。 

 この結果、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間の売上原

価は6,433百万円減少し、販売費及び一般管理費は6,433百万円増加してお

ります。なお、営業利益、経常損失および税金等調整前四半期純損失に与

える影響はありません。 

  (4）「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号 平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。 

 なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微でありま

す。 

  (5）「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は270百万円減少

し、経常損失は270百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は1,758百万

円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は2,809百万円であります。 

  (6）「企業結合に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会

計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月

26日公表分）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用し

ております。 
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示

しております。 

 「受取配当金」については、前第３四半期連結累計期間は営業外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当第３四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期連結累計期間において営業外収益の「その

他」に含まれていた「受取配当金」は４百万円であります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書) 

 「事業構造改善引当金の増減額（△は減少）」については、前第３四半期連結累計期間は営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりましたが、当第３四半期連結累計期間では区分掲記しております。な

お、前第３四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれていた「事業構造改

善引当金の増減額（△は減少）」は318百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表） 

 「長期未収入金」および「前払年金費用」については、前第３四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、重

要性が乏しくなったため投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結会計期間

において投資その他の資産の「その他」に含まれている「長期未収入金」は5,393百万円、「前払年金費用」は6,078百

万円であります。 

 「事業構造改善引当金」については、前第３四半期連結会計期間は流動負債の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当第３四半期連結会計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期連結会計期間において流動負債の

「その他」に含まれていた「事業構造改善引当金」は318百万円であります。  

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示

しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

項目 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（有形固定資産の残存価額の変更） 

 当社および一部の国内連結子会社の有形固定資産の残存価額については、旧㈱ルネサステクノロジとの合併を契機に

見直した結果、第１四半期連結会計期間より、取得価額の５％から備忘価額へと変更しております。 

 この結果、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間の減価償却費は3,340百万円増加し、営業利益は2,949

百万円減少し、経常損失および税金等調整前四半期純損失はそれぞれ2,949百万円増加しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であります。減価償却累計額に減損損失累計額が含ま

れております。 

937,074 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であります。減価償却累計額に減損損失累計額が含ま

れております。 

871,228

※２ 偶発債務 

オペレーティング・リース残価保証 

（百万円） 

※２ 偶発債務 

オペレーティング・リース残価保証 

（百万円） 

東銀リース㈱ 3,375

興銀リース㈱ 2,436

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 569

住信・パナソニックフィナンシャ

ルサービス㈱ 
386

合計 6,766

東銀リース㈱ 3,375

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 2,765

興銀リース㈱ 2,419

住信リース㈱ 386

合計 8,945

従業員の住宅ローンに対する保証 1,351 ────── 

その他 

 当社グループは、ＤＲＡＭに関する独占禁止法（反

トラスト法・競争法）違反の可能性に関連して、同製

品の購入者から米国などで複数の民事訴訟を提起され

ております。尚、当社の米国子会社は、ＤＲＡＭに関

する独占禁止法（反トラスト法）違反の可能性に関連

して、同製品の間接購入者や米国の州の司法長官から

米国で複数の民事訴訟を提起されておりましたが、原

告との間で和解の合意に達しました。また、同社は、

既に和解済の直接購入者集団との訴訟から離脱した一

部の顧客との間で和解交渉を進めております。 

 当社グループは、ＳＲＡＭに関する独占禁止法（競

争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入者から

カナダで複数の民事訴訟を提起されております。 

 当社グループは、フラッシュメモリに関する独占禁

止法（反トラスト法・競争法）違反の可能性に関連し

て、同製品の購入者から米国などで複数の民事訴訟を

提起されております。 

 当社の米国、欧州および韓国の子会社は、ＴＦＴ液

晶ディスプレーに関する独占禁止法（反トラスト法・

競争法）違反の可能性について、それぞれ、米国司法

省とカナダ競争当局、欧州委員会および韓国公正取引

委員会の調査の対象となっております。これらのう

ち、欧州委員会は、平成21年５月に異議告知書を複数

の調査対象企業に送達して措置手続に入り、平成22年

12月に複数のＬＣＤパネルメーカに対して制裁金を賦

課しましたが、当社の子会社は異議告知書を受領して

おらず、その後の手続においても調査の対象となって

おりません。 

 当社グループは、スマートカードチップに関する独

占禁止法（競争法）違反の可能性について、欧州委員

会の調査の対象となっております。  

その他 

 米国子会社であるＮＥＣエレクトロニクス・アメリ

カ社は、米国ＤＲＡＭ業界における独占禁止法（反ト

ラスト法）違反行為による損害賠償を求める直接購入

者（過去において当社グループから直接ＤＲＡＭを購

入した顧客）からの複数の民事訴訟（集団訴訟）の被

告になっておりましたが、これらの集団訴訟は和解に

より終了しました。現在は、集団訴訟から離脱した一

部の顧客と和解交渉中です。 

 また、同社は、独占禁止法違反行為による損害賠償

を求める、間接購入者（ＤＲＡＭが含まれた製品の購

入者）からの複数の民事訴訟（集団訴訟）および米国

の複数の州の司法長官による訴訟の被告にもなってお

ります。 

 当社グループは、欧州においてもＤＲＡＭ業界にお

ける競争法違反行為の可能性について欧州委員会が行

う調査に協力し、情報提供を行っております。 

 さらに、当社グループは、ＴＦＴ液晶ディスプレー

業界における独占禁止法（反トラスト法・競争法）違

反の可能性に関する米国司法省、欧州委員会、韓国公

正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対象とな

っております。これらのうち、欧州委員会は、平成21

年５月、異議告知書を複数の調査対象企業に送達して

措置手続に入りましたが、当社グループは異議告知書

を受領しておりません。 

 また、ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社および

当社は、米国およびカナダにおいてＳＲＡＭ業界にお

ける独占禁止法違反による損害賠償を求める複数の民

事訴訟（集団訴訟）の被告となっておりますが、これ

らのうち、米国での民事訴訟（集団訴訟）について

は、和解により終了する見込みであります。  
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当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 上記の法的手続のうち、今後発生する可能性のある

損失の見積額 百万円を偶発損失引当金に計上し

ております。ただし、今後の進展にともない、この見

積額は増減する可能性があります。 

1,215

 これらの独占禁止法違反を理由とする民事訴訟、和

解交渉および当局により行われている調査のうち、Ｄ

ＲＡＭに係る米国での民事訴訟および和解交渉ならび

に欧州委員会による調査に関連して発生する可能性の

ある費用の最善の見積額 百万円を当連結会計年

度末の偶発損失引当金に計上しております。ただし、

今後の進展にともない、この見積額は増減する可能性

があります。その他の民事訴訟および当局により行わ

れている調査については、訴訟に関連する賠償責任の

有無および調査に関連する被疑行為の有無が判断でき

ないこと、またこれらに係る費用や損失の額を合理的

に見積もることができないため、当連結会計年度末の

時点では計上しておりません。 

 なお、当社の欧州子会社は、欧州委員会によるＤＲ

ＡＭに係る調査に関し、平成22年５月、日本電気㈱と

ともに、同委員会から課徴金賦課に関する決定通知を

受領しました。本決定は、欧州委員会が導入した和解

手続に基づくものであります。 

2,253
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目および金額 

（百万円） 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目および金額 

（百万円） 

従業員給料手当 22,500

研究開発費 68,812

退職給付費用 2,157

従業員給料手当 49,545

研究開発費 158,240

退職給付費用 3,244

※２ 法人税等の表示方法 

 「法人税、住民税及び事業税」および「法人税等調

整額」は、「法人税等」に一括掲記しております。 

※２ 法人税等の表示方法 

同左 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目および金額 

（百万円） 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目および金額 

（百万円） 

従業員給料手当 7,424

研究開発費 20,423

退職給付費用 692

従業員給料手当 16,452

研究開発費 49,997

退職給付費用 1,337

※２ 法人税等の表示方法 

 「法人税、住民税及び事業税」および「法人税等調

整額」は、「法人税等」に一括掲記しております。 

※２ 法人税等の表示方法 

同左 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（百万円） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（百万円） 

現金及び預金 34,190

有価証券 61,376

現金及び現金同等物 95,566

現金及び預金 124,404

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,182

有価証券 211,044

現金及び現金同等物 334,266

2011/02/10 15:09:4310705565_第３四半期報告書_20110210150939

- 26 -



当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類および総数 

普通株式  417,124,490株 

    ２．自己株式の種類および株式数 

普通株式     2,548株 

    ３．新株予約権等に関する事項 

(1）2011年満期ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債 

新株予約権の目的となる株式の種類          普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数         11,166,400株 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高           － 

     (2）ストック・オプションとしての新株予約権 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高        48百万円（親会社） 

    ４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

    ５．株主資本の金額の著しい変動 

  当社は、平成22年４月１日付で、旧㈱ルネサステクノロジと合併したことにより、当第３四半期連結累計

 期間において資本剰余金が140,527百万円増加しております。 

  また、当社は、平成22年４月１日付で、日本電気㈱、㈱日立製作所および三菱電機㈱から第三者割当増資

 の払込みを受けたことにより、当第３四半期連結累計期間において資本金が67,300百万円、資本剰余金が 

 67,300百万円増加しております。 

  この結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が153,255百万円、資本剰余金が450,413百万円と

 なっております。 

  

（株主資本等関係）
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）および前第３四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 当社グループは、システムＬＳＩを主力とした半導体単一事業であるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……中国、インドネシア、マレーシア、韓国、シンガポール、台湾 

欧州………イギリス、ドイツ、アイルランド 

北米………米国 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円）
欧州

（百万円）
北米

（百万円）
合計

（百万円） 

消去または
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 64,068  29,274  16,020  8,511  117,873  ―  117,873

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
 38,140  12,625  48  3,439  54,252 ( )54,252  ―

計  102,208  41,899  16,068  11,950  172,125 ( )54,252  117,873

営業利益又は営業損失

（△） 
 8,694  2,507  167  △274  11,094 ( )20,423  △9,329

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円）
欧州

（百万円）
北米

（百万円）
合計

（百万円） 

消去または
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 185,332  87,526  45,099  21,261  339,218  ―  339,218

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
 109,209  32,014  195  9,026  150,444 ( )150,444  ―

計  294,541  119,540  45,294  30,287  489,662 ( )150,444  339,218

営業利益又は営業損失

（△） 
 20,183  4,617  △24  △2,203  22,573 ( )68,812  △46,239
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……………中国、シンガポール、台湾、他 

欧州………………ドイツ、イギリス、フランス、他 

北米………………米国、カナダ 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）および当第３四半期連結累計期

間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 当社グループは、汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

【海外売上高】

  アジア 欧州 北米 その他 合計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  34,222  13,354  5,640  349  53,565

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― ―  117,873

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 29.0  11.3  4.8  0.3  45.4

  アジア 欧州 北米 その他 合計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  97,620  38,416  14,532  1,233  151,801

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― ―  339,218

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 28.8  11.3  4.3  0.4  44.8

【セグメント情報】
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 金融商品については、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて四半期連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に著しい変動が認められます。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２．参照）。 

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の負債となる項目につ

いては（ ）で示しております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金ならびに(3）未収入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4）有価証券および投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は短期間で決済されるため時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照くださ

い。 

(5）支払手形及び買掛金、(6）短期借入金、(7）未払金ならびに(8）未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(9）１年内償還予定の新株予約権付社債 

 当社の発行する新株予約権付社債の時価は、公表されている市場価格が存在しないため、市場参加者が

価格を算定するに当たり使用する入手可能な情報により見積っております。 

(10）長期借入金および(11）リース債務 

 これらの時価については、元利金の合計額を残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定しております。 

（金融商品関係）

  
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金  124,404  124,404 ― 

(2）受取手形及び売掛金  137,652  137,652 ― 

(3）未収入金  20,382  20,382 ― 

(4）有価証券および投資有価証券  

関連会社株式  5,125  1,867  △3,258

その他有価証券  215,322  215,322 ― 

資産計  502,885  499,627  △3,258

(5）支払手形及び買掛金  174,596  174,596 ― 

(6）短期借入金  141,059  141,059 ― 

(7）未払金  49,598  49,598 ― 

(8）未払法人税等  3,991  3,991 ― 

(9）１年内償還予定の新株予約権付社債  110,000  108,727  △1,273

(10)長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを含む） 
 92,180  91,862  △318

(11)リース債務（１年以内に返済予定の

ものを含む） 
 23,493  23,551  58

負債計  594,917  593,384  △1,533

(12)デリバティブ取引（＊）  165  165 ― 
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(12）デリバティブ取引 

 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引は、先物為替予約取引と金利スワップ取引でありま

す。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 

 また、種類ごとの時価に関する事項については、注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照くださ

い。 

  

２． 非上場株式（四半期連結貸借対照表計上額975百万円）は市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フロ

ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4）有価証券および

投資有価証券」には含めておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

        当第３四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて、110百万円減損処理を 

   行っております。 

        なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

   理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を

   行っております。 

  

（有価証券関係）

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式 2,285 1,970 △315 

(2）債券 2,000 2,000 ― 

(3）その他 211,352 211,352 ― 

合計 215,637 215,322 △315 
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 対象物の種類が通貨および金利であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっ

ており、かつ、取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 

  

通貨関連 

（注） 時価の算定方法 

第３四半期連結会計期間末の時価は先物相場により算定しております。 

  

金利関連 

（注） 時価の算定方法 

第３四半期連結会計期間末の時価は、取引先金融機関から提示された価格などに基づき算定しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

区分 種類 
契約額等
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引  

売建  

米ドル  39,538  697  697

ユーロ  9,380  286  286

日本円  1,682  △117  △117

買建  

米ドル  1,674  △332  △332

合計  52,274  534  534

区分 種類 
契約額等
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引  

支払固定・受取変動  25,950  △369  △369

合計  25,950  △369  △369
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当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

取得による企業結合  

１．相手企業の名称および取得した事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称 

(1) 相手企業の名称および事業の内容 

  相手企業の名称   ノキア・コーポレーション 

  取得した事業の内容 ワイヤレスモデム事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

  当社は、ノキアからワイヤレスモデム事業を譲り受けることにより、当社とノキアの技術資産・エン

ジニアリングノウハウと、当社の市場実績が豊富な自社マルチメディア処理技術およびＲＦ技術を最適

に組み合わせることで、ＧＳＭからＬＴＥという広範囲な通信規格に対応し、かつ高度なマルチメディ

ア処理が可能なワンストップ型モバイルプラットフォームソリューションを提供することが可能になり

ます。 

 当社は、今回の事業譲受を通じて、３ＧおよびＬＴＥ市場における世界的半導体メーカーとしての強

固な地位を確立してまいります。  

(3) 企業結合日 

平成22年11月30日 

(4) 企業結合の法的形式 

事業譲受 

(5) 結合後企業の名称 

結合後企業の名称（ルネサスエレクトロニクス㈱）に変更はありません。  

２．四半期連結会計期間および四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績

  の期間 

  平成22年12月１日から平成22年12月31日まで 

３．取得した事業の取得原価およびその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

百万円 

なお、取得原価の配分が完了していないため、暫定的な金額であります。  

(2) 発生原因 

 取得原価が取得した資産および引き受けた負債に暫定的に配分された純額を上回ったため、その超過

額をのれんとして計上しております。 

(3) 償却方法および償却期間 

効果の及ぶ期間にわたって均等償却します。 

なお、償却期間については取得原価の配分の結果を踏まえて決定する予定であります。  

５．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期 

  連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

 当該企業結合が被取得企業の一部の事業譲受であり、概算額の算定が困難であるため、試算しており

ません。 

   

（企業結合等関係）

取得の対価      百万円17,122

取得に直接要した費用     百万円506

取得原価 百万円17,628

2,536

2011/02/10 15:09:4310705565_第３四半期報告書_20110210150939

- 33 -



共通支配下の取引等（会社分割） 

１．対象となった事業の名称およびその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称お

  よび取引の目的   

(1) 対象となった事業の名称およびその事業の内容 

事業の名称 モバイルマルチメディア事業 

事業の内容 携帯機器やカーナビゲーションシステム向けを中心とするＳｏＣなどの半導体事業 

(2) 企業結合日  

平成22年12月１日 

(3) 企業結合の法的形式 

当社を分割会社、ルネサスモバイル㈱（当社の連結子会社）を承継会社とする簡易吸収分割 

(4) 結合後企業の名称 

結合後企業の名称（ルネサスモバイル㈱）に変更はありません。 

(5) その他取引の概要に関する事項 

 本会社分割を通じて、携帯機器やカーナビゲーションシステム向けを中心としたＳｏＣ（システム・

オン・チップ）などを手がけるモバイルマルチメディア事業に特化したグローバルな事業体制を構築す

ることによって、より迅速な事業運営と製品提供を可能とし、特に海外市場向け事業の強化を図りま

す。 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）および「企業結合会計基準

及び事業分離会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。  

  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 資産除去債務が、企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著

しい変動が認められます。 

 変動の内容および当第３四半期連結累計期間における総額の増減は次のとおりであります。 

  

  

（注）  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会

計期間の期首における残高を記載しております。 

  

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末残高（注） 百万円2,809

旧㈱ルネサステクノロジとの合併に伴う増加額 百万円2,987

その他増減額（△は減少） 34百万円

当第３四半期連結会計期間末残高 5,830百万円
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１．１株当たり純資産額 

（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円805.53 １株当たり純資産額 円1,070.90

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成22年12月31日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  342,872  136,338

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  6,866  4,084

（うち新株予約権） ( ) 48 （ ） 52

（うち少数株主持分） ( ) 6,818 （ ） 4,032

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 336,006  132,254

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末（期

末）の普通株式の数（千株） 
 417,122  123,498

2011/02/10 15:09:4310705565_第３四半期報告書_20110210150939

- 35 -



２．１株当たり四半期純利益（△損失）金額等 

（注） １株当たり四半期純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注） １株当たり四半期純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益（△損失）金額 円△437.85 １株当たり四半期純利益（△損失）金額 円△141.01

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

同左 

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（△損失）（百万円）  △54,073  △58,819

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（△損失）（百万円）  △54,073  △58,819

期中平均株式数（千株）  123,498  417,122

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ― 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益（△損失）金額 △115.53円 １株当たり四半期純利益（△損失）金額 円△42.14

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

同左 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（△損失）（百万円）  △14,268  △17,578

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（△損失）（百万円）  △14,268  △17,578

期中平均株式数（千株）  123,498  417,122

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ― 
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(1）決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

(2）訴訟等 

 「注記事項 四半期連結貸借対照表関係 ※２ 偶発債務 その他」に記載のとおりであります。 

  

（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を行っており、かつ、当該取引残高が、企業再編等により前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められます。 

  

（借主側） 

 旧㈱ルネサステクノロジとの合併により、増加したリース取引に係る当第３四半期連結会計期間末における未経過リ

ース料残高相当額 

１年内 百万円2,722

１年超 百万円1,455

合計 百万円4,177

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

    平成22年２月９日

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 大木 一也  ㊞ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 伊藤 功樹  ㊞ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 石黒 一裕  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣエレクト

ロニクス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 

      報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

    平成23年２月９日

ルネサスエレクトロニクス株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 松岡 寿史  ㊞ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 大木 一也  ㊞ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 内藤 哲哉  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているルネサスエレク

トロニクス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年

10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ルネサスエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成22年12月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において

認められなかった。 

追記情報 

１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は有形固定資産

の減価償却方法について、従来、定率法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更している。 

２．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は技術使用料に

ついて、従来、売上原価に計上していたが、第１四半期連結会計期間より販売費及び一般管理費として計上する方法に変

更している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 

      報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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